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２０１９年度事業計画 

 

Ⅰ．事業方針 

 

企業活動のグローバル化がますます進展する中、ビッグデータの普及、人工知能

技術や IoT の発展といったコア技術の革新（第４次産業革命）により、これまでの

財・サービスの在り方に大きな変化が生まれ、情報を取り扱う様々な分野において、

ライフスタイルから社会構造、文化構造に至るまで、様々な形で抜本的な変革が起き

ています。 

 

こうした中、当財団は、「質の高い特許情報を提供することにより、経済・社会に

貢献する」という経営理念の下、最先端の技術に関する研究を進めると共に、変革の

波を着実にとらえ、ユーザーニーズに沿った形を実現していくことで、特許情報ユー

ザーの皆様にご満足いただけるサービスを提供し、さらには、特許情報業界全体をよ

り活性化すべく、努力してまいります。 

 

特許庁をはじめとする政府の知的財産に関する施策に協力する立場から、特許情

報プラットフォーム（J-PlatPat：Japan Platform for Patent Information）及び整

理標準化データ作成事業においては、２０１９年度に予定されている契約満了のタ

イミングまで、安定した高品質の特許情報サービスを継続いたします。また、特許先

行技術調査支援事業を通じて中小・ベンチャー企業の支援を行う等、企業における戦

略的な知財管理の促進や地域・中小企業の知財活用に対する支援の強化に資する事

業を行ってまいります。 

今後も、当財団は、特許庁等の知的財産に関する施策に対応しつつ、人工知能技術

の実用化、機械翻訳技術の多言語化、検索技術の高度化等について一歩先を見据えた

研究開発の促進と、その成果を用いたサービスの向上に努めてまいります。 

 

一方、政府機関からの発注方式につきましては、競争入札の強化により、引き続き、

かなりの分野で熾烈な価格競争の状況が生じております。 

当財団では、このような状況の中、品質の確保に重点を置きながら、特許庁からの

受託事業につきましては、商標関連事業等の主要案件について、２０１９年度の事業

として継続受注が決定しております。 

 

当財団の自主事業としては、２０１４年８月から提供を開始した「世界特許情報全

文検索サービス」（Japio-GPG／FX）について、データやサービス機能の拡充を図っ

てまいります。 

また、「特許・情報フェア＆コンファレンス」の主催による特許情報活用の有効化、

我が国産業界全体の国際競争力の強化に資する日本語（産業日本語）に関する研究・

普及活動により翻訳の品質向上を図るとともに、出願書類等の複写サービス、出版物

の提供等、公益性の高い民需事業を実施してまいります。 

さらに、特許先行技術調査支援事業として、調査・相談・情報提供等、中小企業の

知財活用に対する支援を継続して行うとともに、特許情報ポータルサイトの充実を

図ってまいります。 
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これらの推進のために、情報サービス拡販活動をより活発化するとともに、実施体

制を一層整備してまいります。 

 

特許情報研究所では、大学や企業等の外部の人材を活用し、外部機関と連携しなが

ら、人工知能技術の実用化、機械翻訳等の当財団事業の技術力の向上、新規事業の創

設に繋がる研究開発を行い、財団としての力の底上げを図ってまいります。 

 

当財団の各事業を推進するに当たり、引き続き「総合的な競争力の強化と事業革新

の創出」を経営目標に掲げ、以下の４点を念頭に、強固なインフラの構築を視野にお

いて財団の基盤強化と積極的な事業展開を行ってまいります。 

 

（１）品質の高いサービスの提供による顧客満足度の向上 

当財団で取得しているＱＭＳ、ＩＳＭＳ及びプライバシーマークの認証制度

による、マネジメントサイクル（ＰＤＣＡ）を継続的に運用することにより、業

務の見直しを恒常的に行い、ユーザーの皆様に信頼される品質の高いサービス

を提供するとともに、顧客満足度の向上に努めます。 

 

（２）組織力の強化と更なる業務改善によるコストの削減 

財団の事業内容の変化に応じて、専門性を高めた業務管理体制を構築して業

務推進力を強化するとともに、事業のブラッシュアップを継続的に推進し、また、

更なるコスト削減により、財団全体の組織力の強化と、収支の均衡に努めます。 

 

（３）人材の育成と新分野の開拓 

財団の事業推進力を強化するため、職員の専門的資質の向上を図るとともに、

チャレンジ精神に富む、多様化するニーズに対応できる職員を育成して、新たな

事業領域にも積極的に取り組みます。 

 

（４）コンプライアンスの確保と情報共有の推進 

公益目的事業を実施する法人として適正な組織統治とコンプライアンスの確

保のため、法令遵守に留まらず、社会規範として求められる倫理観に基づいて、

役職員が公平・公正に行動するための行動規範の確立に努めます。 

また、財団内に蓄積された知識と経験の一層の共有化を図ります。 

 

当財団は、引き続き我が国の特許情報施策の一翼を担い、社会の多様な変化に的

確に対応して、社会的責任を果たして行くことを目指してまいります。 
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Ⅱ．事業計画の概要 

 

２０１９年度においては、次の事業を行います。 

 

１．特許情報の調査等事業 

 

（１）商標審査及び審判効率化等のための調査資料作成業務 

商標審査及び審判に資する調査資料の作成業務を、以下のとおり行います。 

① 商標審査前サーチレポート（商標の文字部に関する識別力等調査）作成 

② 商標審査前サーチレポート（図形商標の先行絞り込み調査）作成 

③ 商標審査前サーチレポート（不明確な指定商品・役務に係る調査）作成 

 

（２）商標における民間調査者の活用可能性実証事業（新事業） 

実際の商標登録出願についての事業者による調査作業を通じて、現在、審査官

が審査前に行っている高度な調査のうちどのような範囲（条項）において外注化が

可能であるかを実証する事業を実施します。 

 

（３）中小企業等特許先行技術調査支援事業（公益目的支出計画事業） 

特許情報を通じて中小企業、大学等の知財活用を支援する観点から、中小企業

等の方々の特許出願を対象として、審査請求を行うか否かの判断材料となる特許先

行技術調査の調査費用の一部を負担します。 

特定登録調査機関である一般財団法人工業所有権協力センター（ＩＰＣＣ）の

協力を得て、国内特許文献の調査報告書（特定登録調査報告書）とともに、当財団

の世界特許情報全文検索サービス（Japio-GPG／FX）を使用した外国特許文献の

先行技術調査結果を提供することで、海外へ特許出願を行う中小企業等の支援を行

います。 

 

（４）中小企業等特許情報分析活用支援事業 

特許庁が実施する「中小企業等特許情報分析活用支援事業」において、特許情

報分析会社として参画し、中小企業等の利用者の申請に基づいて、研究開発段階・

出願段階の特許情報分析や、審査請求段階の先行技術調査による特許情報分析を行

います。 

 

（５）国際ブランド調査 

商標検索に関する専門知識を活用し、各国が提供する公的データベースを利用

した国際ブランド調査を実施します。 

 

２．特許情報の加工・普及等事業 

 

（１）特許情報プラットフォームシステム関連業務 

総合的な産業財産権情報を、インターネットを通じて無料で利用できる「特許

情報プラットフォーム」（J-PlatPat）に関するシステム関連業務を、以下のとおり

行います。 

① 特許庁保有データ等の蓄積やシステム運行を含む全般的な運用業務を行い、安
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定稼動に努めます。 

② ヘルプデスク業務では、J-PlatPat 利用者からの操作方法・検索方法等の問い

合わせへの対応や意見・要望についての取り纏めを行い、ユーザー満足度の向上

を図ります。また、外国のユーザーからの問い合わせにも対応します。 

 

（２）整理標準化データの作成業務 

産業財産権情報が積極的に利用される環境を整えて、民間の産業財産権情報提

供事業者による高付加価値のサービスが一般公衆及び産業界に提供されるよう、特

許庁で生成される審査経過情報等の各種情報を整理・標準化したデータを作成しま

す。 

 

（３）中国審決情報の機械翻訳に関する解析及びデータ作成事業 

① 中国の審決情報について、当事者が日本企業である等の優先条件で選定し、定

型箇所については翻訳例に基づいた和訳を、その他実体的箇所については人手翻

訳を行います。 

② これらの翻訳結果を基に、中日対訳コーパス及び中日辞書データを作成します。 

③ 作成した中日対訳コーパスを用いて、学習コーパス量に応じた中国審決の機械

翻訳精度の調査・分析を行います。 

 

（４）米国・欧州特許明細書等の和文抄録の作成業務 

欧米の特許明細書についての和文抄録作成業務を、以下のとおり行います。 

① 米国公開特許明細書の和文抄録とデータの作成 

② 米国特許明細書の和文抄録とデータの作成 

③ 欧州公開特許明細書の和文抄録とデータの作成 

 

（５）商標検索効率化のための資料作成等業務 

商標の検索効率化に資する資料作成等業務を、以下のとおり行います。 

① 商標見本の解析及びデータ作成（国内、マドプロ、サブデータ案件） 

② マドプロ案件に係る指定商品／役務名等の翻訳及び類似群コード調査 

 

（６）その他産業財産権情報に係る資料作成等業務 

特許・実用新案の検索効率化に資する業務として、三極特許庁交換データの作

成を行います。 

① 特許・実用新案書誌データ及びＩＰＣインバーテッドファイルの作成 

② ＦＩ・Ｆタームインベントリデータの作成 

 

３．情報提供サービス事業 

 

（１）世界特許情報全文検索サービス（Japio-GPG／FX）の拡充 
本サービスは、世界主要国・機関（日本・米国・欧州・中国・韓国・ＰＣＴ・独

国・仏国・英国・台湾）の特許公報全文を一度に日本語ダイレクト横断検索ができ、

また英語でも横断検索できるサービスです。本サービスについて、ユーザーニーズ

を踏まえたデータベースの拡大や検索機能の充実、ＡＩ研究成果の導入などを実施

し、サービスの拡充、多様化への取り組みを進めます。 
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（２）特許情報のワンストップポータルサイトの充実 

当財団が運営する特許情報ポータルサイト「Patent World by Japio」を通じて、

海外の特許庁及び公的機関が提供する無料の特許情報検索サイト等、ユーザーに有

用なサービスサイトの収録を充実するとともに、中小企業等の知財活用の支援とな

る情報の提供を行います。 

 

（３）翻訳関連事業の展開 

特許情報研究所における翻訳と検索に関する研究開発の成果を生かした翻訳関

連事業を展開します。 

① 知財対訳コーパス 

知財対訳コーパスは、対応特許の多言語特許明細書の対訳文を対にしたデータ

ベースです。特許翻訳時において過去の特許明細書の翻訳例として活用でき、ま

た機械翻訳エンジンの学習データとして活用できる重要な言語資源です。 

日英知財対訳コーパスと中日知財対訳コーパスの利便性を向上させる検索機

能の改善やデータベース拡充を引き続き進めます。 

本コーパスを米国特許や中国特許の和文抄録作成等の翻訳事業にも有効活用

します。 

また、ドイツ語、フランス語、韓国語、英語、中国語簡体字、中国語繁体字（台

湾）等と日本語との多言語知財対訳コーパス構築の取り組みを進めます。 

② 中国特許文献等の翻訳事業 

中国等の特許文献や審決の日本語への翻訳コストを削減するため、ユーザーニ

ーズに即して、機械翻訳や人手翻訳を活用した翻訳事業を展開します。 

③ 日本特許文献等の英訳事業 

独立行政法人工業所有権情報・研修館（ＩＮＰＩＴ）による公開特許公報の要

約等の英語翻訳物作成事業に参画し、日本の公開特許公報の要約ならびに発明の

名称の英訳事業（約５万件予定）を行う等、日本語から英語への翻訳コストを削

減するため、ユーザーニーズに即して、機械翻訳や人手翻訳を活用した翻訳事業

を展開します。 

 

（４）出願書類等の複写サービス業務 

出願書類複写、引用文献取寄せ、優先権証明書の請求及び特許公報複写関連の

業務を行います。 

電子包袋については、電子メール及びＣＤ－ＲＯＭでの提供を行います。 

紙書類に対する納品に関しては、電子データでの提供も行います。 

 

（５）出版物の提供業務 

ＦＩ記号表追補版等、産業財産権情報の利用促進に寄与する、公益性の高い出版

物の提供を行います。 

 

４．研究・開発事業 

 

これまで進めてきた機械翻訳、情報検索及び日本語処理に関する研究開発をさら

に発展させ、幅広く産業財産権に関する情報処理及び情報提供に係る研究・開発業

務を行います。 
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（１）機械翻訳に関する研究開発 

機械翻訳技術について、特許文献の機械翻訳の精度・効率向上に資する、英日・

中日の専門用語辞書構築と特許機械翻訳システムの改良に向けた研究・開発を進め

ます。 

特に、機械翻訳の翻訳精度と翻訳速度の一層の向上のためにニューラルネット

ワークを用いたディープラーニング（深層学習）による機械翻訳について、２０１

７年度のアジア翻訳ワークショップで１位の評価を得た研究について、商用サービ

スへの導入の検討を進めます。検討を進めていく際には、研究機関、大学等との共

同研究や、翻訳エンジンメーカー等との幅広い協力体制を活用してまいります。 

これらにより、日本語と英語・中国語間の機械翻訳精度をさらに向上させると

ともに、ドイツ語、フランス語、韓国語、中国語繁体字（台湾）、ＡＳＥＡＮ言語

から英語・日本語への機械翻訳の多言語化を目指してまいります。 

また、当財団の公益目的支出計画事業の一つとして、アジア太平洋機械翻訳協

会（ＡＡＭＴ）に設置している「ＡＡＭＴ／Ｊａｐｉｏ特許翻訳研究会」におい

て、産学連携による特許機械翻訳の調査・研究を継続して推進します。 

 

（２）人工知能の活用と検索に関する研究開発 

２０１８年２月に設立した知財ＡＩ研究センターを中心として、人工知能と特

許情報資源を活用した特許文献や特許図面の検索技術や商標の調査・解析技術の開

発に向けて、人工知能の専門家や研究機関との協力体制を活用して、商用サービス

への導入に向けた研究を進めていきます。 

日中英の技術用語の異表記展開、日中英の企業名・発明者対訳テーブル、名揺

遷データ等の言語資源による検索支援ツールの機能拡充、特許技術用語データベー

スの構築等、特許検索の利便性と精度の向上についての研究開発を進めます。 

図形商標の検索などを始めとする商標調査・解析技術についても、ＡＩ活用と

いう解決手段のみにこだわらず、業務の効率化やさらなる精度向上のための研究開

発を進めます。 

 

（３）日本語処理に関する研究開発 

曖昧さ（係り受け、照応）に富んだ日本語を、産業・技術情報を人に理解しや

すく、かつ、コンピュータ（機械）にも処理しやすく表現するための日本語（産業

日本語）にする「産業日本語プロジェクト」を継続し、産業・技術文書のライティ

ングに関する調査研究を推進します。また、「第１１回産業日本語研究会・シンポ

ジウム」を開催します。（公益目的支出計画事業） 

 

（４）産業財産権情報の情報処理、情報提供及び活用に関する研究開発 

産業財産権情報の利用者による共同利用や、データベースの整備手法、産業財

産権情報の利用ニーズ、分析・活用方法等、産業財産権情報の効率的な情報処理・

情報提供およびその活用に関する調査研究を進めます。 

 

５．国際関係事業 

 

ヨーロッパやアジアでのフォーラム（例えば、欧州特許庁（ＥＰＯ）による「East 
Meets West 2019」、中国国家知識産権局（ＣＮＩＰＡ）による「China Patent Annual 
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Conference」、韓国特許情報院（ＫＩＰＩ）による「PATINEX」）に専門家を派遣し、

人材交流を行います。 

また、ＣＮＩＰＡの下部機関である中国専利信息中心（ＣＮＰＡＴ：China Patent 
Information Center）との間で、日中英の機械翻訳に関し、翻訳辞書や文献データ

の交換等について協力を進めます。  

 

６．その他事業 

 

（１）特許情報普及活動功労者表彰 

 ２０１１年７月に解散した関西特許情報センター振興会からの寄付金を受けて

運営している特許情報普及活動功労者表彰事業において、特許情報の普及活動に携

わるすべての人々の意識を高め、特許情報の更なる普及と活動を支援する趣旨で、

特許情報の普及、活用、研究、人材育成に顕著な功績があった個人及び団体を対象

にその功績を表彰します。 

 受賞者については、表彰式においてその功績を表彰し、当財団ホームページに功

績の内容を掲載します。 

 

（２）展示会の開催等 

① 特許・情報フェア＆コンファレンスの主催 

最新の特許情報及び知的財産関連情報を一堂に網羅する「２０１９特許・情報

フェア＆コンファレンス」を、一般社団法人発明推進協会、株式会社産業経済新

聞社、株式会社日本工業新聞社と共に主催します。 

また、産業財産権情報に関する当財団製品の展示等を行います。 

② 特許・情報フェアにおけるコンファレンスの開催（公益目的支出計画事業） 

「２０１９特許・情報フェア＆コンファレンス」では、五大特許庁（日本国特

許庁・米国特許商標庁・欧州特許庁・韓国特許庁・中国国家知識産権局）と世界

知的所有権機関（ＷＩＰＯ）の協力を得て、各機関における施策と特許情報検索

サービスに関する講演等を行うコンファレンスを開催します。 

 

（３）「ＹＥＡＲ ＢＯＯＫ ２０１９」の作成と頒布（公益目的支出計画事業） 

特許情報の活用、機械翻訳と検索技術等を題材にした寄稿と、民間の産業財産

権情報提供事業者による関連システムやサービスの情報をまとめた「ＹＥＡＲ Ｂ

ＯＯＫ ２０１９」を作成して頒布するとともに、当財団ホームページ上で公開し

ます。 

 

（４）人材育成 

人工知能やビッグデータなど、先進的なＩＴの活用やＩＴマネジメントが重要

となる環境に適応して当財団の事業の推進を支える人材の素養を高めるため、ＩＴ

人材育成及び語学能力向上のための各種資格の取得、先進技術を活用したＯＪＴを

推進し、職員の自己改革を進めるための支援を行います。 

これらにより、各種事業に求められる職員一人ひとりの資質の、より一層の向

上を図ります。 

 

（５）情報システムの環境の整備と合理化の推進 
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財団事業で使用する業務システム及びデータベースについて、事業全体を視野

に入れ、業務の効率化と情報資源の効率的活用を目指した横断的な最適設計と管理

運営に努めます。 

また、総合的な競争力を強化するため、熾烈な競争入札が行われる抄録事業や

商標事業において、抄録や調査報告書の品質を維持しつつ事業コスト削減を図るた

めのシステムサポートと業務改善を進めます。 

 

（６）セキュリティ管理、品質管理及び個人情報保護体制の維持と運用 

当財団内に構築したマネジメントシステム（ＱＭＳ・ＩＳＭＳ・ＰＭＳ）の維

持・運用を推進し、役職員が一丸となって継続的な改善に取り組み、品質及びセキ

ュリティの目標を明確にし、常に業務プロセスの見直し・改善を行うことで、コス

トの削減や品質の向上、顧客満足度の向上に努めます。 

 

７．公益目的支出計画事業の実施 

 

一般財団法人への移行の際に作成した公益目的支出計画に則り、下記の事業を実

施します。 

 

（１）中小企業等特許先行技術調査支援事業 

 

（２）「２０１９特許・情報フェア＆コンファレンス」の主催及び「ＹＥＡＲ ＢＯＯ 

Ｋ ２０１９」の発行 

 

（３）産業・技術情報を人に理解しやすく、かつ、コンピュータ（機械）にも処理しや

すく表現するための日本語（産業日本語）の研究とその普及 

 

（４）ＡＡＭＴ／Ｊａｐｉｏ特許翻訳研究会 
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（単位：千円）

Ⅰ 一 般 正 味 財 産 増 減 の 部
１．経 常 増 減 の 部
 (1)経 常 収 益

①基本財産運用益 ( 12,877 ) ( 11,960 ) ( 917 )
基 本 財 産 受 取 利 息 12,877 11,960 917

②特定資産運用益 ( 7,978 ) ( 8,032 ) ( -54 )
特 定 資 産 受 取 利 息 7,978 8,032 -54

③会　費　収　入 ( 10,000 ) ( 9,500 ) ( 500 )
賛 助 会 費 受 取 会 費 10,000 9,500 500

④事　業　収　益 ( 6,094,397 ) ( 6,416,798 ) ( -322,401 )
特 許 情 報 調 査 等 事 業 収 益 1,950,706 865,869 1,084,837
特許情報加工・普及等事業収益 3,848,969 5,288,185 -1,439,216
複写サービス等その他事業収益 294,722 262,744 31,978

⑤受 取 寄 付 金 ( 500 ) ( 500 ) ( 0 )
受 取 寄 付 金 振 替 額 500 500 0

⑥雑　　収　　益 ( 9,514 ) ( 8,430 ) ( 1,084 )
受 取 利 息 9,104 8,093 1,011
雑 収 益 410 337 73

経 常 収 益 計 ( 6,135,266 ) ( 6,455,220 ) ( -319,954 )
 (2)経 常 費 用

①事　業　費 ( 5,883,319 ) ( 6,067,529 ) ( -184,210 )
特 許 情 報 調 査 等 事 業 実 施 費 636,128 230,362 405,766
特許情報加工・普及等事業実施費 2,692,930 3,623,940 -931,010
複写サービス等その他事業実施費 377,827 383,088 -5,261
事 業 人 件 費 1,958,418 1,627,231 331,187
事 業 管 理 費 218,016 202,908 15,108

②管　理　費 ( 418,624 ) ( 384,817 ) ( 33,807 )
人 件 費 189,026 191,209 -2,183
そ の 他 管 理 費 229,598 193,608 35,990

経 常 費 用 計 ( 6,301,943 ) ( 6,452,346 ) ( -150,403 )
( -166,677 ) ( 2,874 ) ( -169,551 )

２．経 常 外 増 減 の 部
(1)経 常 外 収 益 0 0 0
経 常 外 収 益 計 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
(2)経 常 外 費 用 0 0 0
経 常 外 費 用 計 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

( -166,677 ) ( 2,874 ) ( -169,551 )
( 6,116,454 ) ( 6,113,580 ) ( 2,874 )
( 5,949,777 ) ( 6,116,454 ) ( -166,677 )

Ⅱ 指 定 正 味 財 産 増 減 の 部
500 500 0

( -500 ) ( -500 ) ( 0 )
( 1,500 ) ( 2,000 ) ( -500 )
( 1,000 ) ( 1,500 ) ( -500 )

Ⅲ 正味財産期末残高 ( 5,950,777 ) ( 6,117,954 ) ( -167,177 )

２０１９年度収支予算書

２０１９年４月１日から２０２０年３月３１日まで

科　　目
２０１９年度

予算額
２０１８年度

予算額

当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額
指 定 正 味 財 産 期 首 残 高
指 定 正 味 財 産 期 末 残 高

増　減

当 期 経 常 増 減 額

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額
一 般 正 味 財 産 期 首 残 高
一 般 正 味 財 産 期 末 残 高

一 般 正 味 財 産 へ の 振 替 額
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（単位：千円）

先行調査
特情ﾌｪｱ
･YEARBOOK

産業日本語 AAMT 小計

Ⅰ 一 般 正 味 財 産 増 減 の 部
１．経 常 増 減 の 部
 (1)経 常 収 益

①基本財産運用益 (12,877) (12,877)
基 本 財 産 受 取 利 息 12,877 12,877

②特定資産運用益 (7,978) (7,978)
特 定 資 産 受 取 利 息 7,978 7,978

③会　費　収　入 (10,000) (10,000)
賛 助 会 費 受 取 会 費 10,000 10,000

④事　業　収　益 (1,550) (1,550) (6,092,847) (6,094,397)
特 許 情 報 調 査 等 事 業 収 益 1,550 1,550 1,949,156 1,950,706
特許情報加工・普及等事業収益 3,848,969 3,848,969
複写サービス等その他事業収益 294,722 294,722

⑤受 取 寄 付 金 (500) (500)
受 取 寄 付 金 振 替 額 500 500

⑥雑　　収　　益 (9,514) (9,514)
受 取 利 息 9,104 9,104
雑 収 益 410 410

経 常 収 益 計 (1,550) (0) (0) (0) (1,550) (6,093,347) (40,369) (6,135,266)
 (2)経 常 費 用

①事　業　費 (26,354) (19,407) (13,371) (12,294) (71,426) (5,805,717) (6,176) (5,883,319)
特 許 情 報 調 査 等 事 業 実 施 費 16,031 16,031 620,097 (636,128)
特許情報加工・普及等事業実施費 2,692,930 (2,692,930)
複写サービス等その他事業実施費 14,842 10,700 10,250 35,792 342,035 (377,827)
事 業 人 件 費 10,186 4,297 2,537 1,942 18,962 1,939,456 (1,958,418)
事 業 管 理 費 137 268 134 102 641 211,199 6,176 (218,016)

②管　理　費 (418,624) (418,624)
人 件 費 189,026 (189,026)
そ の 他 管 理 費 229,598 (229,598)

経 常 費 用 計 (26,354) (19,407) (13,371) (12,294) (71,426) (5,805,717) (424,800) (6,301,943)
(-24,804) (-19,407) (-13,371) (-12,294) (-69,876) (287,630) (-384,431) (-166,677)

２．経 常 外 増 減 の 部
(1)経 常 外 収 益 0 0 0
経 常 外 収 益 計 (0) (0) (0)
(2)経 常 外 費 用 0 0 0
経 常 外 費 用 計 (0) (0) (0)

(24,804) (19,407) (13,371) (12,294) (69,876) (-454,307) (384,431) (0)
(0) (0) (0) (0) (0) (-166,677) (0) (-166,677)
(0) (0) (0) (0) (0) (4,514,496) (1,601,958) (6,116,454)
(0) (0) (0) (0) (0) (4,347,819) (1,601,958) (5,949,777)

Ⅱ 指 定 正 味 財 産 増 減 の 部
(0) (0) (0) (0) (0) (500) (0) (500)
(0) (0) (0) (0) (0) (-500) (0) (-500)
(0) (0) (0) (0) (0) (1,500) (0) (1,500)
(0) (0) (0) (0) (0) (1,000) (0) (1,000)

Ⅲ 正味財産期末残高 (0) (0) (0) (0) (0) (4,348,819) (1,601,958) (5,950,777)

指 定 正 味 財 産 期 首 残 高
指 定 正 味 財 産 期 末 残 高

２０１９年度　収支予算書内訳表

２０１９年４月１日から２０２０年３月３１日まで

科　　目

実施事業等会計

その他会計

当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額

法人会計 合計

当 期 経 常 増 減 額

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額
一 般 正 味 財 産 期 首 残 高
一 般 正 味 財 産 期 末 残 高

他 会 計 振 替 額

一 般 正 味 財 産 へ の 振 替 額
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